
治山事業の概要

【平成21年度予算額(民有林治山事業) 69,821（74,090）百万円】

事業のポイント
近年の局地的な豪雨の頻発や地震等による大規模な山地災害の発生を踏

まえ、住民参加型の先駆的かつ総合的な減災対策等の「犠牲者ゼロ」に向

けた効果的・効率的な治山対策を推進し、地域の安全・安心の確保を図り

ます。

（我が国の山地災害の発生状況等）

・「非常に激しい雨（1時間降水量50mm以上）」のアメダス100地点当たり年間発生回数

16.6回（昭和51年～昭和60年平均） → 21.8回（平成8年～平成17年平均）

（気象庁資料より）

・山地災害危険地区数 約23万6千箇所 （平成17年度末）

・山地災害発生箇所数 約3,600箇所/年（平成15～19年における平均値）

・強い降雨現象は頻度が増す可能性が非常に高く、洪水リスクを増加させる。

（「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）作業部会報告書（平成19年4月6日公表）」）

政策目標

山地災害による被害の軽減（「犠牲者ゼロ」）

＜内容＞

１．直轄治山事業

山地災害を防止するため、事業の規模が著しく大きい場合や高度の技術を要す

る場合などであって、国土保全上特に重要なものである場合に、国が民有林にお

いて荒廃地等の復旧整備を実施します。 【負担率：２／３】

【治山事業費（公共） 6,654（5,647）百万円】

２．直轄地すべり防止事業

地すべりによる被害を防止するため、事業の規模が著しく大きい場合や高度の

技術を要する場合などであって、国土保全上特に重要なものである場合に、国が

民有林の地すべり防止区域において地すべりを防止する対策工事を実施します。

【負担率：２／３】

【地すべり防止事業費（公共） 4,041（3,863）百万円】

３．山地治山事業

山地災害を防止するため、渓流や山腹斜面を安定させるための治山ダム工、土

留工等の施設の整備や植栽工等を行い、荒廃地、荒廃危険地等の復旧整備を実施

します。 【補助率：１／２等】

【山地治山事業費補助（公共） 32,538（39,659）百万円】



４．山地災害総合減災対策治山事業

地域の警戒避難体制の整備と、緊要度に応じた施設整備を一体的に行う総合的

な減災対策を実施します。

【補助率：１／２等】

【山地災害総合減災対策治山事業費補助（公共） 4,750（0）】

５．防災林整備事業

なだれや飛砂、潮風、高潮、強風等による被害を防止するため、なだれ防止林、

海岸防災林、防風林等の造成を実施します。 【補助率：１／２等】

【防災林整備事業費補助（公共） 2,478（2,899）百万円】

６．水源地域等保安林整備事業

水源かん養機能や土砂流出・崩壊防備機能等の保安林の機能の回復を図るた

め、これらの機能が低下した保安林における森林の整備や、水源地域等における

荒廃地、荒廃森林等の総合的な整備を実施します。 【補助率：１／２等】

【水源地域等保安林整備事業費補助（公共） 8,604（9,712）百万円】

７．治山等激甚災害対策特別緊急事業

台風・集中豪雨・火山活動等により著しく激甚な災害が発生した一連の地区に

おいて、緊急かつ集中的に荒廃地等の復旧整備を実施します。

【補助率：５．５／１０等】

【治山等激甚災害対策特別緊急事業費補助（公共） 1,326（734）百万円】

８．特定流域総合治山事業

国有林と民有林の治山事業実施箇所が近接している箇所において、事業効果の

早期発現と効率的な事業実施を図るため、国有林・民有林を一体とした計画的な

整備を実施します。 【補助率：１／２等】

【特定流域総合治山事業費補助（公共） 854（979）百万円】

９．地すべり防止事業

地すべりによる被害を防止するため、地すべり防止区域において地すべりを誘

発する地下水の排除等を行う対策工事を実施します。 【補助率：１／２等】

【地すべり防止事業費補助（公共） 4,760（5,000）百万円】

10．その他

【定率等】

【後進地域特例法適用団体補助率差額等（公共） 3,816（5,597）百万円】

＜事業実施主体＞

国、都道府県

［担当課：林野庁治山課］


